
 

 

2025 年７月 31 日 

各   位 
会 社 名 株式会社ショクブン  
代表者名 代表取締役社長 三枝 俊幸 

（コード 9969東証スタンダード、名証メイン） 
問合せ先 経理財務部長 本山 正治 

（TEL052-773-1011） 

 

 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2025 年 10 月１日を効力発生日として、当社の完全子会社で

ある株式会社食文化研究所を吸収合併（以下、「本吸収合併」という）することを決議いたしましたの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本吸収合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略し 

て開示しています。 

 

記 

 

１．合併の目的 

 株式会社食文化研究所は、食料品・雑貨品等の卸売事業を目的に 1996 年５月に設立された連結子会

社です。 

 当社は、グループ内における事業再編の一環として、経営資源の集中と効率的な事業運営を目的に、

同社を吸収合併することを決定いたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併承認の取締役会決議日 2025 年７月 31 日 

合併契約締結日 2025 年７月 31 日 

合併効力発生日 2025 年 10 月１日（予定） 

（注）本吸収合併は、当社においては会社法第 796 条第２項の規定に基づく簡易合併、食文化研究所

においては会社法 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併に該当するため、いずれも株主総会決議

による承認を得ることなく行うものです。 

 

（２） 合併の方式 

当社を存続会社とし、食文化研究所を消滅会社といたします。 

 

（３） 合併に係る割当ての内容 

当社の 100％子会社との合併であるため、本吸収合併による株式その他金銭等の割当てはありま

せん。 

 

（４） 合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



 

３. 合併の当事会社の概要（2025 年７月 31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

（１）名称 (株)ショクブン (株)食文化研究所 

（２）所在地 名古屋市守山区向台三丁目 1807 番地 名古屋市守山区向台三丁目 1807 番地 

（３）代表者の役
職・氏名 

代表取締役 三枝 俊幸 代表取締役 三枝 俊幸 

（４）事業内容 夕食材料等の宅配事業等 食料品・雑貨品等の卸売事業 

（５）資本金 100,000 千円 50,000 千円 

（６）設立年月日 1977 年 12 月６日 1996 年５月 24 日 

（７）発行済株式数 17,691,669 株 1,000 株 

（８）決算期 ３月 ３月 

（９）大株主および
持分比率 

(株)神明ホールディングス 50.43％ 
ショクブン取引先持株会   7.70％ 
愛知スズキ販売㈱          0.59％ 
(株)トーカン              0.44％ 
オリックス(株)            0.44％ 
東京海上日動火災保険(株)  0.43％ 
丸進青果(株)              0.36％ 
佐伯 高史                0.34％ 
テーブルマーク(株)        0.32％ 
(株)松屋栄食品本舗        0.31％ 
（2025 年３月 31 日時点） 

(株)ショクブン            100％ 
（2025 年３月 31 日時点） 
 

（10）直前事業年度の経営成績および財政状態 

決算期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

純資産 2,430,607 千円 62,427 千円 

総資産 5,209,600 千円 73,771 千円 

１株当たり純資産 158.47 円 62,427.15 円 

売上高 6,060,731 千円 118,075 千円 

営業利益又は営業損
失（△） 

16,824 千円 △3,897 千円 

経常利益又は経常損
失（△） 

2,291 千円 △3,896 千円 

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△） 

△69,953 千円 △4,078 千円 

１株当たり当期純損
失（△） 

△4.56 円 △4,078.85 円 

 
４． 合併後の当社の状況 
本吸収合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期

に変更はありません。 
 
５． 今後の見通し 
本吸収合併は当社の完全子会社との合併であるため、連結業績に与える影響は軽微でありま

す。なお、本吸収合併により 2026年３月期から非連結決算会社へ移行となります。 

 

 

以上 


